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1. 開題一一大学教育をめぐる客観的条件の変化
1949年に日本に新しい大学制度が発足し，これに伴って「新制大学」が続々と誕生すること
になった。この「新制大学」は戦前の「旧制大学」とは異なる理念に立っていた。その相違は，
簡単にいえば，旧制大学がヨーロッパ型(特に， ドイツ型〉の大学をモデ、ルとした専門教育を
目的とするエリート養成機関であったのに対して，新制大学は「広く市民に聞かれたアメリカ
型の大島をめざすもので、あったことにある。そしてこの「基本理念の大転換に対法1 して今
日の大学の諸制度の「原型」がっくりあげられた。 r一般教育」という考え方もそのような諸
制度の 1 つで、あり，戦後の一連の教育改革のー産物であった。この聞の事情を少し整理してお
こう。
我が国では，戦後，アメリカの方向づけのもとで教育改革がおこなわれた。その特徴として，
制度的には，
① 9 年間の義務教育化，
②それに伴い旧制中学の一部が新制高校に，旧制高校の一部が新制大学に移り，旧制大学の 1
年が切り落とされたこと，
③大学とは接続していなかった専門学校などが新制大学になったこと，
が挙げられる(図表 l 参照〉。
そしてこれらの大学を規制するために1956年に「大学設置基準」が制定された。一般教育と
いう科目名が大学教育のなかに取り入れられたのはこの設置基準以降のことであり，旧制高校
(1) 天野郁夫著『日本的大学像を求めて』玉川大学出版部， 1992年， 11ページ。
(2) 同上。
(3) 絹川正吉著『大学教育の本質』ユーリーグ. 1995年， 17.-....，20ページ。
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出典:日高第四郎『戦後の教育改革の実態と問題JI IDE 教育選書 7 ， (絹川正吉著『大学教育の本
質』ユーリーグ， 1995年， 19ページの再引用)
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の 2 カ年を一般教育L 旧制大学の 2 カ年を専門教育に当てるという「通念1 が出来あがって
いった。これらの事実はアメリカの「外圧」によって戦後日本の大学に一般教育が導入された
ことを意味している。
このような多数の大学の誕生そしてその(高校でもないしまた大学でもないという) I中途
半端な」性格はその後の我が国の大学教育に大きな影響を与えていった。今日の大学「改革」
で間われている様々な諸問題の根源はまさにそこにあったので、ある。
そのような影響として，第一に，大学の門が広く聞かれたこと今大学の大衆化，が挙げられ
る。大学教員の頭のなかには「大学はあくまでも研究中心である」という意識があったとして
も，実態からすれば，つまり旧制高校や専門学校等々に対応している部分を重視すれば，大衆
化は叩56年から始まっていたので、ぁ三:また(大学の変化を「量的」に示す)進学率をみると，
70年に進学率は24% となり， 70年代後半から90年代初めには37%前後で推移する (76年には39
%へ上昇〉ようになっZL そして近い将来48%の進学率が予想される今日:大学の大衆化は決
定的になったといえるであろう。
このような(大学が量的に拡大している〉現実は，大学がすでにエリートの養成機関ではな
く大衆化したものであることを示しているが，これは同時に我々教員に対して今まで以上に教
育を重視しなければならないことを示唆している。ついてくるものだけを相手にしていればよ
かった時代は確実に去ったのだ。大学がサーピス産業と言われだしてからどのくらい経つであ
ろうか。筆者自身このことをそのまま認めるには今でもかなり抵抗があるが，そのような「論
評」にはそれなりの理由があるのであり，手取り足取りとまでは言わなくとも，少なくとも学
生が理解できるように講義形態やゼミのあり方等々を工夫する努力が我々に求められているこ
とだけは真剣に受け止めなくてはならないだろう。
大学の大衆化は 4年制大学における研究と教育の在り方を同時に問いかけている。 r大学は研究と教
(8) 
育のそれぞれの機能が緊張葛藤するところにその存在の意味がある」とするならば，それはどのような
意味なのか。我々自身が一人一人改めて自問自答せざるをえない時代なのである。
たとえば，筆者は，現時点では，
①多くの人聞が疑問に，思っていることを積極的に自己の課題としてとらえ，それを理論的に説明してい
くのが研究者の責任である，
②自分の本来の研究(特定のテーマ〉に励むことは研究者として当然の責務であるが，それをあえて現
在の段階で研究することの意義を明確にしそして同時にその成果を学生に分かりやすく現代の諸問題
に関連づけて教える努力をすることも教育者として必要である，
と考えている。
(4) 向上， 20ページ参照。
(5) 向上。
(6) 天野郁夫著『大学一変革の時代』東京大学出版会， 1994年，はしがき。
(7) 向上， 19ページ。
(8) 絹川著，前掲書， 127ページ。
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第二に，新制大学は一般教育を大学教育のなかにいかに位置づけるかという問題をうみだし
た。なぜならば，旧制高校が「教養」教育を担い大学は初年度から高度な専門教育をおこなう，
という制度が確立していた日本の高等教育の在り方のなかに 1専門教育は主として大学院に
よってになわれ，学部教育ははじめから一般教育を主要な内島としていたアメリカの教育制
度が移植されたために，一般教育課程と専門教育課程の「関係をどのように設定するかという
アメリカにはなかった困難ケに立ち向かわざるを得なくなっ的過らである。そして現実には戦
後から今日に至るまで一般教育は IW専門教育への従属・解消の危機~ ~こたえず脅かされる」
ことになった。その原因は，制度的には，戦後すぐの教育「改革」に求められるである。
このような一般教育「差別」視は，大学は深遠なる真理を追究するところである，との「思い込み」
や，旧制大学と旧制高校の身分的格差が専門教育担当者と一般教育担当者の身分的格差として継承され
(12) 
たという「事情J，によって増幅されていった。
そしてついにこの問題は1991年の「大綱化」によって「解決」された。一般教育という科目
名が「設置基準」から消えたので、ある。
1991年の「大綱化J=I自由化」は，一面では 1一般教育J 問題の「解決」で、あったが同時
に新たな「始まり J (今日本の高等教育が新しい「在り方」を模索しなければならないこと)
を示すもので、あった。なぜならば， 日本の大学教育が戦後の教育改革以降抱えてきた大きな問
題(=争一般教育と専門教育との相互関係の在り方〉は事実上依然として解決されていないか
らである。ただしこれは「大学の内部組織や教育体制の組み替え・再編・変革」という大学の
r~質的』変化」を象徴するものとなった。 90年代に入って (1上からのJ 画一的ではない〉自
主的な構造的変革が急速に進んでいったので、ある。
かくして， (一般教育を大学教育のなかでいかに位置づけるか，とし、う問題を各大学が自主
的に解決せざるを得なくなった)現在では，個々の大学レベルで、それぞれの大学の「在り方」
が間われ様々な変革が試みられているが，構造的にみると，そのような改革は 2 つの方向で進
んで、きた。いわゆるタテ割かヨコ割かの選択，とし、う問題である。そして今日ではタテ割が大
きな流れとなっている。この方向に大きな影響を与えたのは学士の学位化であろう。 1991年以
降学士は単なる称号ではなく学位となった。このことは 4年制大学も学位授与機関となったこ
(9) r講座 日本の大学改革第 2巻大学教育の改革 1~ 青木書店， 1982年 9 ページ。
(10) 同上， 10ページ。
(11) 向上。
(12) 同上。
(13) この経緯については，舘昭編『転換する大学政策』玉川大学出版部， 1995年，を参照。
(14) 天野著『大学一変革の時代』はしがき。
(15) この事例については，たとえば r大学改革とは何か』藤原書店， 1993年参照。
(16) これについては， IF大学と学生』通巻355号掲載の「特集・学位について」が参考になる。
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とを意味し， 4年制大学は学士教育の「場」となったのである。これによりよく適合するのは
一般教育と専門教育をヨコに分断するのではなく 4年間で学部教育を完成させるというタテ
割組織なのである。
本稿では，このタテ割組織を前提として考える。これは(学部教育を前提にした) 4 年間の
学士教育である。
日本では，一般教育の大学教育における位置っさけという点で考えると，一面では，戦後40数
年かけてアメリカに学びながらもアメリカのもれは異なる大学教育、ンステムを作り上げたが，
他方で， 1991年の「大綱化」以降，一般教育と専門教育の垣根が撤廃され 4 カ年教育の内容が
問われてきたという点で言えば，大衆化という傾向と併せて，アメリカ的な大学の在り方に近
づいてきた，といえるかもしれない。しかし，その 4 カ年教育が，アメリカのような(学生が
一年次から自分の専攻を決めていないという意味での〉大学 4 カ年教育ではなく， (学生が一
年次から特定の学部に属し特定の学問を主として修めるという，意味での〉特定学部の 4 カ年
の学士教育であることを考えると，今後間われていくのは，日本に固有な独自の日本的な条件
の下でもっともふさわしい大学教育の在り方であり，その模索が個々の大学で続けられていく
と思われる。
本稿の基本的な前提としての認識は次のように整理される。
①今日の 4年制大学は大衆化を前提にしており，エリートの養成機関ではないこと。大学人は
研究者としてだけではなく教育者としての存在も問われている。
②今，個々の大学に間われているのは 4年間でなにを教えるかであり，個々の大学がそれぞれ
に独自に学士教育の具体的な内容を検討し実現しなければならなくなってきている(図表 2
参照〉。
このように，今日では，上で述べてきたように，一方で，進学率の上昇とともに大学の大衆
化が急速に進み，他方で，それに対応する形で大学教育の在り方に変革が求められ新しい制度
「枠」が提示されている。このことは，個々の大学にあらためて 4年制大学の教育目標はな
になのか，という問題を提起しているのだ。この点，たとえば，大学教育の目標が r高度産
業化社会に適応する人材養成」と言う社会的効用性，だけに求められることがある。だがこれ
だけであるならば大学としてはあまりにも不本意で、あり不十分でありまことに「寂しし、」とい
わざるをえないで、あろう。なぜ、ならば，それは，実学中心の，結局は，国家に無批判的に奉仕
する人間だけを育成することになるからである。 r青臭L 、J r書生論」をあえて言わせてもら
(17) これについては，舘昭稿「学部教育から学士教育へJ (倣谷剛彦編『キャンパスは変わる』玉川大
学出版部， 1995年〉が示唆的である。
(18) アメリカの大学の現状については，江原武一著『現代アメリカの大学』玉川大学出版部， 1994年;
同『大学のアメリカ・モデノレ』玉川大学出版部， 1994年，が詳しい。
(19) 天野著『大学一変革の時代Jl 5 ページ。
(20) 絹川著，前掲書， 31ベージ。
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えれば， 1反」権力・「反」権威の場としての「ー側面」を持ち続けていかなければ大学はその
存在理由を失ってしまうことになるのではないだろうか。マンパワーの供給源としての大学の
存在は確かに大きいと思われる。しかし，教育の「場j としての大学で職業教育としての専門
教育だけが重要視され実現されてしまうならば，上述の人間だけが「再生産」され続けられ，
大学は(専門学校などに代表される)ほかの高等教育機関との差異を主張できなくなり，大学
としての社会的存在価値を失うことになるであろう。
4年制大学において学士教育としてなにができるのか(あるいはどこまでしかできないの
これが本稿の課題である。以下のか)を明確にしそしてなにをすべきなのかを明示すること，
この問題に対して，次のような作業を経て回答を提起することにしたい。章において，
① 4年制大学学部体制のもとで「専門教育J としてなにを教えるのか，
「一般教育J としてなにを教えるのか，②と同時に，
③「専門教育」と「一般教育」を有機的に結合できる途はあるのか。
学士教育において「専門教育」としてなにを教えるのか2. 
前述したように，大学が専門教育を行いエリートを養成するという 119世紀にドイツに生ま
れ20世紀を支配してきた研究と専門教育を重視し，研究と教育の統合をうたってきた『近代大
学』像」が，今日で、は， 理念的にも現実的にも崩れさってしまった。我々はそのことを 11 つ
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の」事実としてしっかりと認識しなければならない状況下に置かれている，と思われる。
このような「現実」認識をヨリ深めると現在の学部体制を否定する見解も生まれてくる。たとえば，
関正夫氏は，特定の学問と関連した学部・学科という伝統的な研究教育組織の制度化を r19世紀的学部
学科方式」として位置づけ，総合的な学問や学際的な学問の重要性が高まりそして複合的ないしは総合
(22) 
的学部が新設されている今日それは革新されるべきである，と提唱されている。たしかにこれは重要な
問題提起であり，今後大いに検討されるべき問題であろう。だが現在の筆者にはそれを論じる経験も能
力もないので，ここではすで、に述べたように r伝統的な」研究教育組織である学部学科という制度的
枠組をあくまでも前提にしてそこで「なにが為LえるのかJ を考えていくことになる。
そしてこのことは我々にもう 1 つの事実を突きつけている。それは大学の大衆化がいわゆる
「一般学生」を多量に生み出したという事実である。一般学生とは，将来の職業目的のはっき
りとしたそしてそれに必要な専門教育を受けるために大学にやってくる「専門学生」とは異な
り r将来の進路を特定しないJ r人間的成長と『自己発見』をもとめマj 大学にやってくる
学生である。我々はこのような学生を前提として教育をしなければならないのである。
さらにヨリ深刻な問題が現在進行中である。それは，上記の「一般学生」タイプ以外に，本人は本当
は大学には行きたくはないのだが周囲(特に，両親〉が強く勧めるために仕方なく親のために大学に来
て「やっている」のだ，という意識を強く持つ「不本意就学生J (インボランタリー・スチューデント〉
(2の
の存在である。これは大学の大衆化に伴って必然的に生じる現象であり，我が国だけの問題ではないと
いわれているが，彼らが着実に増加してきていることだけは事実であり，我々は早晩このような学生に
いかに対応するかを真剣に考えることを迫られるであろう。ただし本稿で想定しているのは，このタイ
プの学生ではなく，たとえ漠然とした期待であろうとも「自己発見J r自分探し」を期待して大学に通
っている「一般学生」である。
このことは，もちろん，すべての大学そして学部が同じような教育を行わなければならない
ということを意味しているわけではない。入学した学生にとって「自己発見」を全く白紙の状
態から行うことはきわめて困難なことなのであり，短い期間内にそれを効果的に達成するため
には，大学がそして学部が rl つの」大きな手掛かりを提供してやることが必要なのである。
その手掛かりが現実には特定の学問体系であり，その学聞を象徴する学部でおこなわれる専門
教育の役割はその意味で極めて重要である。
かくして，学部とは専門教育がおこなわれる場である，というテーゼは，ある意味では，今
日でも(特に，学部ごとに入学者が選別されている我が国では)，妥当するのだ。従って，現
在でもそのテーゼの意義を認めるとするならば，我々は次のことを問題にし明確にしなければ
ならないのである。それは専門教育という場合の「専門」の内容今専門性の程度である。言葉
(22) 関正夫著 ~21世紀の大学像』玉川大学出版部， 1995年参照。
(23) 天野著『大学一変革の時代~， 149ページ。
(24) 関著，前掲書， 52ページ。
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を変えて言えば 4年制大学の学士教育のなかで専門教育としてなにができるのか(ヨリ正確
に言えば， I専門教育」の名の下になにがどこまでしかできないのか，を明確にすること)，が
いま間われているのである。以下の行では，経営学部(学科〉を念頭に置いてこの問題を考え
ていくことになる。
専門教育とは，本来の意味では，専門職(プロフェッシッン〉を育成するための教育活動で
ある。たとえば，経営学部で(養成できるとすれば)養成可能なプロ(エリート)とは何か，
を考えると，次のようなプロフェッションが挙げられる。経営者あるいはベンチャー起業家，
経営コンサルタント，公認会計士，税理士。しかしそれは事実上不可能であり，いずれにして
も卒業後すぐに，専門職(プロフェッション)として活動できる人材を育成できないことは明
白である。このことは法学部(弁護士)や医学部(医者)にも同じようにあてはまるであろう。
ここに，我々は，学部レベルの教育で、は，その後の自己啓発・努力によってその道のプロフェ
ッションとなり得るための「ベース」としての知識を与えることができれば充分である，とい
うことが確認できたと思われる。
このような「現実J (大学はプロブェッションを育成する場所ではなくそれは事実上不可能
なこと)に対して，企業(人)側はただ認めるだけでなく，ヨリ積極的に「新入社員には専門
はいらないだけで、なく有害無益で、あれとさえ公然と明言している。これは共同態としての
日本企業の特殊往年反映したもので、あり，社会の暗黙の前提であろう。このような大学「観」
にたいして大学はいたずらに沈黙を続けていてもよいのであろうか。大学は自己の「存在理
由」を積極的に社会に問う時期が来ていると思われる。ただし，また他方で，実社会ですぐに
役立つ知識を求める動きも確実にある。学生自身が理論ではなくすぐに役立つ知識を求めてい
るのだ。各種の専門学校への進学者が増加しダブルスクールが流行っているのはこのためで、あ
る。これは「手に職」発想の延長上のものであり，大学が大衆化したためにごく自然に大学に
持ち込まれたので、あろう。たしかに高度情報化社会を迎えている今日，今までとは異なるコミ
ュニケーションのための「技能」が重要視されるようになってきた。各種外国語の会話の能力，
コンピュータ・リテラシィ，等々はその代表である。これは一種の職業教育である。ただし，
大学で職業教育が必要になってきたことは事実として認めなければならなくなってきたとして
も，それは一般に言われる職業教育とは違うのだ。これは大学でのそれが理論的に裏付けられ
(25) たとえば，岩田龍子稿「就職と大学一ーその日本的構造J (金子元久編『近未来の大学像』玉川大
学出版， 1995年)，に紹介されている， 日本長期信用銀行常務竹内宏氏の発言が象徴的である。
(26) これについては，宮坂純一著『日本的経営への招待』晃洋書房， 1994年，を参照。
(27) 就職に結び、ついた教育を求める圧力が大学を支配してきているのはアメリカも同じであり，ボイヤ
ーはこれを高等教育における新職業主義(ボケーショナリズム〉と呼んでいる〈アーネスト・ボイヤ
ー著喜多村和之ほか訳『アメリカの大学・カレッジ』リクルート出版， 1988年， 131ベージ〉。しかし
このことはボイヤーも述べているように，大学に職業学校になれと言っているのではなく，大学教育
における職業準備は単なる職のため以上のことだ，ということを意味している〈向上， 135"'136ペー
ジ〉。
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図表 3 学士レベルの専門教育の内容
高次の専門教育への
ブリッジ教育
種差原理の作用
単なる「職業J 教育
ではない職業教育
た基礎訓練であるとしづ意味だけではなし、。大学には大学でしか教えられないことがあるのだ。
自分の存在を考えること，自己の相対視，アイデンティティの確立の手助け，等々がそれであ
り，これは(大学をほかの高等教育機関から区別する〉一種の「種差原理」である。これは後
述の一般教育の内容と深く関連することであるが，大学レベルの職業教育もそのなかで独自に
位置づけられることが必要であろう。
かくして，大学はいまや(単に今までの大学の理念の遺産としてだけではなく I新しし、」
意味を付与されたものとしての)専門職教育と， (大衆化という新しい時代のなかで、新たに要
求されてきた〉職業教育という 2 つの社会の要求に答えなければならなくなっている，とい
えるであろう。それで、は大学においてなにをどのようにして教えるのか(図表 3 参照)。
ここでまず注目すべき概念は(今まではどちらかといえば「逃げ口上」として使われてき
た) I専門知J としう概念である。我々はそれを積極的に位置づけてみたい。すでに述べたよ
うに，学士教育のもとでの専門教育は特定の専門職(プロフエヅション〉への完成教育を目的
とするものではない。そこに到達するためのブリッジ段階としての場である学部において「専
門分野での専門的知識・技能の教育を通して」はじめて「修得」できうる「その分野特有のも
のの見方や考え方の枠組み」を教育すること一一これが学部レベルの教育の目的である。その
「枠組み」が「専門知」なのである。これは今までは直接に職業との関連を持たない(すぐに
は役立たない〉学部教育への在り方への言い訳として語られてきたが，これからはこれを積極
的に評価し大衆化時代のなかの大学の 1 つの在り方として位置づけることが必要であろう。
(28) 金子元久稿「大学はどこへ行くのかJ (金子元久編『近未来の大学像』玉川大学出版， 1995年)， 31 
ページ。
(29) 向上。
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それではその「専門知」の具体的内容とは何なのか? その検討に移る前にいままで述べて
きたことをここで簡単に整理しておこう。本稿の理解では，学士教育としての専門教育の目的
はつぎのようになる。
①受験生の自由意志に基づいて当該学部に入学させた以上「期待される学士像」としてその学
間体系で「理論」武装した「職業人」を想定することは当然のことである。ただしそのこと
は「完成された」専門職の育成を意味するのではなく，バランス感覚を備えた「市民」とし
て自立した職業生活を送れるだけの基礎知識の修得をめざしたものである。そのような基礎
知識が専門知であり，その学部の柱である学問体系に固有な「専門知」を教えることが学士
教育の目的となる。
②と同時に，当該学問の体系に接してはじめて「こんなはずで、はなかった」と自分を再発見す
る学生もでてくることであろう。これも大学の学士教育の「成果」の 1 つで、ある。この意味
で前述の「種差原理」が大きな存在意義を持つことになる。ただしこのような学生に対する
「ケア」の在り方(特に，卒業までのカリキュラムの編成)が大きな問題として残る(これ
については後述)。
かくして. 4年間の学士教育のなかで「中心的な」位置を占めるのが専門知教育であること
が確認された。これは(専門教育との対比で言えば)専門基礎教育である。それでは経営学部
(学科〉を念頭に置いてその内容をヨリ具体的に検討してみよう。
経営学教育の目的は何か，と間われれば，それは，組織(体)の代表として現実の企業経営
を取り上げその「在り方」について(現在わかっていることそしていまだブラックボックスの
なかにとどまっていることを明確に示すとし、う作業を通して)正しい情報を学生に示し彼らが
自分なりに企業経営の「在り方」について認識が持てるようにしてやることである，と答える
しかないであろう。言うまでもなく何が正しいかの認識はそれぞれの人によって異なるもので
あり，上述の回答はそのことを「前提」にした上で、の話であるが，これには 2 つの方法がある。
たとえば，教員が企業活動の多面的な側面の内の特定の側面に注目しそれに関する様々な情報
を提供しそれぞれの現在の立場からそれらを「筋道を立ててJ r論理的に」説明する科目があ
る。あるいは，学生たちが企業活動の全体像を自分なりに描くことができるようにまた可能な
らば今後を展望出来るように方向付けをしてやる，ないしはほかの多くの講義を聞いた後で、改
めて経営(学)の全体像を再構成できるような手掛かりを与えてやることを目的とした科目が
ある。前者は通常各論として知られ後者は総論と言われている。これらの科目が開講されてい
れば経営学教育としては十分であろう。我々にはそれ以上のことは出来ないのだ。
いずれにしても個々の大学で開講されている講義の内容はそれぞれの担当者の裁量に委ねら
れている。たしかに科目の名称は同一であるが，その内容は通常同一ではないのであり，講義
内容は(一応学界共有の財産をベースにしているとはいえ〉事実上担当者によって異なるもの
となっている。学生は教員の講義を全面的に受け入れる必要は全くないのであり，時には納得
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し時には大いに反発し自分に「合う」考え方を吸収し蓄積していけば良いのである。 How to 
を教えるのではなく， Why? を追求し続ける場が大学なのである。大学教育の「真髄」は，
改めて言うまでもなく，そこにあると思われる。
参考までに専門知の具体的内容を例示しておこう。ここでは経営管理論を取り上げる。すで、に述べた
ように.各論としての専門知教育は企業の多面的な活動を特定の側面から理論的に説明する fl つの」
(3の
方法を示すものである。とすれば，たとえば，経営管理論の講義は次のような内容を持つことになる。
図表 4 専門知としての経営管理論の内容図解
転|化
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まず個々の人間の労働と複数の人聞の協働を前提とした管理の相違を明確にしてやる。次にその管理
のメカニズムを解き明かすと同時にその矛盾をはっきりと認識させる。そして最後にその管理は「参加」
にゆきっかざるを得ない論理的必然性を内包していることを理解させる。以上ことを日常語ではなくそ
の学聞に特有なタームを用いて説明してやれば，専門知教育としては十分ではないのであろうか(図表
4参照〉。
ただしここで注意しておかねばならないことがある。それは前述の種差原理=争14年間の学
士教育で教えなければならないことJ=争批判精神の育成，と専門知教育との関連である。この
種差原理は，改めて言うまでもなく，それぞれの担当者によってそれぞれの講義のなかで何ら
かの形でとりいれられている一ーもちろんその程度(具体的内容)は担当者によって異なるも
のであり，それは当然のことである一一。したがって，学生は個々の専門知教育のなかでも十
分に「批判」の眼を養っていけるが，専門(知〉教育としての科目自身がそのような性格を帯
びているものがある。たとえば，経営史はその一例であろう。過去のそして各国の経営の在り
方との比較・検討を通して学生は自分たちの時代，国，文化に相応しい企業・経営の在り方を
考えざるを得なくなるであろう。
しかしながらそのような科目はほかにもある。それは近年アメリカそしてヨーロッパ諸国
で注目されようやく最近になって我が国でも関心を集めだした経営倫理学である。これは企業
のあらゆる行動を「倫理的に」再検討・解釈し新たな企業像を提示することをめざすものであ
る。この経営倫理学は単なる規範論ではなく，企業活動の評価指標の確立そして運用・適用と
連動することによって企業の在り方を変える力となる得る可能性を秘めている点で，極めて
「プラグシャルな」学問でもある。この学問分野がヨリ多くの人々に「認知」されるならば企
業の在り方も変わらざるを得なくなるであろう。そしてこのような学問分野がほかにもヨリ多
く出現してゆくならば，既存の経営(学〉は大きな「変容」を迫られることとなり，経営学教
育の内容も変わっていくものと思われる。
これまで述べてきたことをまとめると，学士教育としての専門教育の内容は次のように表示
図表 5 専門職への基礎教育としての専門知教育の内容
I. 4 年間の学土教育で教え
ることが可能な範囲〈出
来てここまでのもの〉
l. 4年間の学士教育で教え
なければならないもの
〈種差原理〉
①専門知~将来職業人として自己を確立するための
土壌となる，専門知識・考え方の枠組み
②上述の「専門知」を十分に生かすことが出来るた
めの前提条件としての，コミュニケーション能力
の開発・訓練
我々の住んでいる社会，国家，時代は決して唯一絶
対のものではないことを教える今内在的批判の眼や
精神の育成
ヘ(30) 詳細は，宮坂純一著『経営管理の論理』晃洋書房， 1991年，を参照。
(31) これについては，水谷雅一著『経営倫理学の実践と課題』白桃書房， 1996年，および宮坂純一著
『現代企業のモラル行動』千倉書房， 1995年，を参照のこと。
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されるであろう(図表 5)。
以上が学部レベルの専門教育，正確に言えば，専門基礎教育=争専門知教育の内容である。た
だし，そのなかの 1 ①は専門教育に直接に関わるものであるが， 1 ②と E は一般教育とも大き
く関連してくるものである。それでは一般教育は 4年間の学士教育のなかではどのような内容
でそしていかにして教えられるべきものなのであろうか。これがつぎの検討課題である。
3. 学士教育のもとでの「一般教育」とは如何なるものなのか
これまでの一般教育は主として低回次生の学生を対象としたものであった。長らく専門課程
と教養課程が分断され，その教養課程で学ぶ科目が一般教育科目として考えられてきた。この
ような教育制度に対しては過去様々な批判がなされ改革案が提示されてきた。大学設置基準の
改正による専門教育と一般教育の区別の撤廃は今日の段階ではその最終的な「上からの」制度
的「解決」案である。
ただしそのような文部省の指導によっていままでの多数の諸問題が解決されたわけではない。
たしかに，一般教養(教養教育)=教養部(教養課程〉教育，と言う単純な方程式は崩れさっ
たかもしれない。しかし今日の大学教育においていわゆる一般教育はどうあるべきなのか，と
いう根本的な問題は依然として未解決な状態に置かれているどころか，逆にその問題が個々の
大学の「自由な」解決に委ねられたがために，個々の大学はその「存亡」を賭けてそれに対応
することを迫られることになった，というのが「実態」であろう。個々の大学において様々な
対応が「試行錯誤的に」進められているのはその為である。
このような大きな問題に具体的な回答を提示することは極めて困難で、あり，個人の能力を超
えるものであろう。だが本稿の性格上この問題を避けて通ることは出来ないので，筆者なりに，
アメリカの経験に学ぶという形で，問題点を整理してみたい。なぜアメリカに注目したかと言
えば，ヨーロッパ諸国の大学をそデルとしながらもその妥当性を聞い，研究と教育，専門教育
と一般教育の新しい関係を模索してきた最初の国がアメリカであるからである。そして戦後ヨ
ーロ γ パ諸国に先んじてそのアメリカの経験を導入したのが日本であった。特に 1 章で述べ
たように，日本の大学に一般教育が導入された経緯を考えると，日本がその「手本」としたア
メリカにおいマL般教育がいかに理解・構想されそして実現されてきたのかを吟味することは
非常に有益であると思われる。
一般教育とは何なのか，と問われてその内容をあらためて考えてみると，それが個々人によ
って様々に理解されていることがわかる。 A氏が念頭に置いている一般教育と B民が念頭に置
(32) 岩田龍子稿「一般教育をどうするかJ (W経済セミナー~ 1991年， 11月号〉参照。
(33) W大学改革とは何か』藤原書店， 1993年参照。
(34) 天野著『大学一変革の時代~，はしがき参照。
(35) アメリカの学士教育のカリキュラムは，専門，一般教養，技能，の 3つからなっている〈これにつ
いては，舘稿，前掲稿， 52ページ参照〉。
-81-
宮坂純一
いている一般教育の内容が異なることは大いにあり得るどころか，そのような事態の方が現実
の姿にヨリ近いであろう。我々はそれを相互に確認せずに議論している場合が多いのである。
一般教育の内容の多義性。それ故に，まずここで，一般教育の内容を確認しておくことが必要
になってくる。この点，細川正吉氏の整理が有益である。同氏は(主としてアメリカの大学事
情を念頭に置きながら〉一般教育の内容を次の 3 つに分類されている。①高等普通教育として
の一般教育，②専門教育に対比しての一般教育，③リベラル・アーツ教育としての一般教育，
がそれである。
我々は，一般教育について語る場合，必ずしも明確には意識していなし、かもしれないが上述
のうちのどれかの意味合いで(あるいは複数の意味で〉論じてきたので、あり，議論がかみ合わ
ないのは，ある意味で，当然だったので、ある。以下簡単にそれぞれの内容を整理しておこう。
高等普通教育としての一般教育。アメリカでは普通教育の最終段階を大学の前期課程として
いる大学があ吹この現実がこの解釈の根拠となっている。この解釈は，形式的に考えると，
いままでの日本の大学の教養課程と似ているように思われる。だが一般的に言えば，その後日
本では等しく普通教育と言っても大学は高校とは違うのだ，という意識が次第に全面にでてく
るようになっていった。ここに至るとつぎの解釈が支配的となってくる。
専門教育に対比しての一般教育。これが日本での通常の解釈であろう。一般教育は普通教育
とも異なるし専門教育とも違うのだ，というのがその主張の内容である。
関正夫氏は，専門教育との関連から，一般教育の概念を再整理し次のような「操作的な」定義を与え
ている。①専門に対する前専門の教育，②専門に対する非専門の教育，③専門分化に対する学際的ある
いは総合的な教育，がそれである。専門教育を職業教育と読み替えられるならば，@と@がつぎの P ベ
ラル・アーツ教育としての一般教育と重なってくるように思われる。
リベラノレ・アーツ教育としての一般教育。アメリカでは，あまり我が国では知られていない
が，専門が 2 つある。(農学・自然資源，建築・環境設計，商学・経済学，コミニュケーショ
ン，コンビュータ・情報科学，教育学，工学，保険専門職，家政学，法律，図書館科学，公共
事務，神学，を意味する〉プロフェッションとリベラル・アーツがそれである。 r リベラル」
の本来の意味は「直接には職業と結びつかない」という意味であり，具体的には，地域研究，
生物化学，美術，外国語，文学，数学，物理化学，心理学，社会科学，学際研究，がリベラノレ
・アーツとして理解されている。そしてこのリベラル・アーツが「教養」と訳されることがあ
るように，一般教育として位置づけられることがあるのである。
(36) 絹川著，前掲書， 57ベージ。
(37) 舘稿，前掲稿， 53ページ参照。
(38) 向上。
(39) 関著，前掲書， 81ページ。
(40) 舘稿，前掲稿， 54ページ。
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このように一般教育は多様に解釈されているのであるが，我々はここでは③のリベラル・ア
ーツ教育としての一般教育に注目してみたい。その理由は後の行論のなかで次第に明らかにな
るが，ここではそのまえに個々の大学において，具体的に，どのような形で(如何なる科目が
開講されて) 1一般教育」が行われているのか，その「現状」を確認しておこう。
アメリカで一般教育が「成功」している有名な大学として，たとえば，ハーバード大学，シ
カゴ大学，アルバーノ大学(ウイスコンシン列。，セントジョセフス大学(インディアナナ1'1)，
ニューヨーク州立ブルックリン校，が知られている。そのハーバード大学では，一般教育は，
1940年代に公表された総長コナントの報告書『自由社会における一般教育』によれば，専門教
育を補完するものとして位置づけられ，次のような能力を養うものとして考えられていた。
①効果的思考能力，
②コミニュケーション能力(意志，感情などの伝達能力〉
③適切な(総合的・相対的な〉判断力，
④価値的判断力。
これは「自由社会の市民として，共通の伝統と理想を確立する」という一般教育の目的を具
体化するためのものであり，この能力を市民が備えることによってアメリカに民主的社会が実
現する，と考えられていたのであった。
だがこのコナント流の一般教育はその後次第に「教員の専門とするところの分野の，序論ま
たは概論」したがって「専門の内容そのもの」になってしまったために「崩壊」し， 1970年代
になって再構築された。それが「コア・カリキュラム」として知られるものである。ハーバー
ド大学では 4 年間の学部教育の四分のーを当てて全学生に 1 年間必修科目を学ばせているが，
これがコア科目である。コア科目はつぎの 6 つの科目群からなっている(カッコ内はその具体
的な科目名の例である〉。文学と芸術，科学 (1地球と生命の歴史J)，歴史研究 (1 ロシア革命J) ，
社会分析 (1人間性の概念J)，外国文化，道徳理論 (1イエスと道徳的生活J)，がそれであり，
これらのコア科目は何年生で履修しなければならないと決められたものではなく卒業までに l
学年分を完了すればよいことになっている。
と同時に，学部学生は，卒業のために，コア科目とは別に，つぎの 3 つの能力を修得するこ
とが要求されている。
①書く能力 (1教養人」は明瞭かっ効果的に散文を書くことが出来なければならない)，
②外国語をはなす能力(これは「教養人J はほかの文化に無知ではないことを示すものである)，
(41) 同上稿， 53'"'-'54ページ。
(42) アーネスト・ボイヤー著喜多村和之ほか訳，前掲書， 125ページ。
(43) 絹川著，前掲書， 65ページ。
(44) 向上。
(45) 同上書， 80ページ。
(46) ヘシリー・ロフソフスキー著佐藤隆三訳『大学の未来へJJ TBS ブリタニカ， 1992年， 146ページ。
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③数量理論を扱う能力(これからの「教養人」はコンビュータや統計データの基礎技術を修得
する前段階として，社会科学で使われる数学的・数量的技術についての基礎知識を持たなけ
ればならない)，
がそれである。
このようなカリキュラムはハーバード大学の信念を具体化するためのものである。その「信念」とは，
ハーバード大学の卒業生は「広い教養を身につける」という目標を達成するために適切な指導を受けな
ければならないし，教授には，教養人の証明である知識，知的能力，および考える習慣を学生に植え付
(4の
ける義務がある，という考え方に基づいたものである。
アメリカにおいても必ずしも一般教育が「成功」しているわけではないが，上述のハーバー
ド大学のような「リベラル・アーツ型一般教育」的発想はかなりの大学で共通の認識となりそ
れなりの成果を挙げているようである。それを示しているのが，たとえば，ニューヨーク州立
大学総長を務めたアメリカの指導的な教育者の一人であるボイヤーの認識である。彼は「専門
教育の狭盤さの克服」をめざした「総合コア科目J を提唱している。それは，各専門科目聞の
関連を教え，結果として，卒業後の人生に知識を応用できるような能力を身に付けさせる，一
般教育プログラム，である。
ボイヤーによれば rすべての人々に共通な普遍的な経験，すなわち，それなしには人間の
協力関係が解体し生活の質が減退してしまう共通の活動，に関するもの」を教える場が大学で
ある。そしてその意味で、の総合コア科目は次のような科目から構成されている(カッコ内は具
体的な科目名の例である)。
①言語一一不可欠な粋 cr言語とコミュニケーションj， r言語と人間j)
②芸術一一美的な経験 cr芸術と社会j)
③伝統一一現在に生きている過去 cr西洋文明の三大危機一一裁かれる文明j)
④制度一一社会的な網 cr家族・教会・議会・裁判所j， rアメリカの大統領制j)
⑤自然一一地球の生態学 cr地球と生命の歴史j， r近代科学の興隆j)
⑥仕事一一職業の価値 cr職場一一経験と反省j， r仕事と文化j)
⑦自己認識一一意味の探求 cr心理学と宗教j) 。
以上がアメリカの事例である。これらの事例は，学生に彼らが専攻している(すなわち，当
該学部名を象徴している)学問分野を学ぶ意味・意義(ほかの多様な学問のなかでそれがどの
ような位置を占めているのか何処に問題を残しているのか等々)を問いかけることが重要であ
ることを示している。我々がリベラル・アーツ教育としての一般教育に注目したのはその為で、
あり，まさにそこに「リベラル・アーツ型一般教育」をおこなう意義があると思われる。言葉
(47) 同上書， 145ページ。
(48) アーネスト・ボイヤー著喜多村和之ほか訳，前掲書， 114"-'115ページ。
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を換えて言えば，それが「種差原理」が具体化されたものである。だが我々がリベラル・アー
ツ教育としての一般教育に注目するのはそれだけではない。なぜ、ならば，それらの科目を(必
修科目としてないしは選択必修科目として〉教えるなかで上述のような問題提起が行われそれ
によって(後述のように〉一般科目と専門科目が形式的にも実質的にも結合されることになる
からである。
アメリカで実践されてきた経験に学びそれらを本稿の問題意識に引きつけて解釈・応用・再
構成すると，たとえば，次のような「一般教育」の内容が考えられる。
ト社会人(市民社会に生きる人間〉として必要な最低レベルのスキル・知識を訓練・育成す
る場としての大学を象徴する科目，
1I .片寄った知識(専門バカ〉に陥らずに，幅広い観点からあるいは現状を「批判的に」みる
ことができる(次世代にヨリ良き環境を残すための)センスを磨く訓練の場としての大学を
象徴する学問。
これは様々な形でヨリ具体的に細分化されるであろうが，たとえば，次のような再構成も可
能である(図表 6 参照〉。
図表 6 リベラル・アーツ型教養科目
①コミュニケーション能力の訓練
-文章表現能力
-外国語の能力
-図表，数字，統計を読みとる能力
-パソコンの操作技能
②人生を豊かに生きる知恵の教授
-自己管理〈健康な生活を考える〉
-芸術(創造的活動や豊かな心を育てる〉
-倫理〈モラノレ〉感覚の育成
③「我々は何処からきたのか，何処へ行くのかそして今何処にし、るのか」を考える
E -現代科学の成果と限界の認識・確認
-人聞についての認、識(生物的存在と社会的存在の意味〉
-国家，社会とは何か〈ヒトはなぜ国家を造ったのか〉
-歴史認識〈文明，文化とは何か〉
これはリベラル・アーツの一変形であり，一般教育科目としてのリベラル・アーツ型教養科
目の提唱である。特に，③は「種差原理」の中核を占めるものである。
リベラル・アーツ型教養科目の役割は何か? ここではそれはつぎのことを意味する。
①消極的には，単純な「会社人間」としての生き方を拒否する「思想J をともに学ぶこと，
②積極的には，それだけでなく「個性的なJ (自分に照応した〉職業人としての在り方を間
いかけること，
(49) r適切に考案された学士号取得プログラムのもとでは，一般教育と専門教育は結合されるJ (向上
書， 127ページ〉。
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が，それで、ある。いずれにしてもこれらの問題は学生が様々な講義を聴くなかで「我々が生き
ている現在の社会において企業は一体どのような存在なのか」をあらためて自問自答する過程
で「解決」される問題であり，その為の問題提起をしてやるのがリベラノレ・アーツ型教養科目
の役割である。
経済学部や経営学部は過去しばしば「サラリーマン養成学部」と榔撤されてきた。それぞれ
の大学に明確な教育理念が(そしてそれに照応したカリキュラム〉が欠落しているならば，た
とえ個々の教員の意識がまた講義内容がそれを志向していない(ないしは否定している)とし
ても，結果的には，大学(学部)全体としてみれば，多数の「会社人間」の供給機関へと転化
してしまうことであろう。今日そして今後大学に求められてくるのは「会社人間の育成から職
業人の養成への転換」である。すで、に専門教育の章において述べたように，専門教育の目標は，
①「専門知J r経営学に固有なものの見方・考え方の枠組み」。これを修得させること。自分
を「発見」し自分の将来を考えるための 1 つの大きな「契機」となるように特定の「パラダイ
ム」を提示し教えること。②資格の取得(独立の職業人として生きること〉への準備の場を提
供すること，にある。ただし同時に，このこと(現在のカリキュラムのなかで教員が教えてい
る事実・知識の内容〉が唯一絶対的なものではないことも教え，それが「時代J の変化のなか
で批判にさらされるものでありいずれ自己変革を遂げなければならないものであることをはっ
きりと認識させてやることも必要なのである。これは既に触れたごとく専門教育のなかでもお
こなわれている。だがそれだけで、は不十分で、あり，そのことを「専門」に教える「場」を提供
してやらなければ，多数の「知性を欠いた野蛮人」が社会に巣立つていくことになろう。その
場がまさに一般教育なのであり，その意味で， r一般教育」の役割は極めて重大である。
専門教育は直接には「生き方」を教えるものではなし、。これに対して r人生，いかに生き
るべきか」を直接教え考えさせるのが一般教育である。したがって，大学教育ではそれらの科
目を分断させるのではなくなんらかの形で「結合J さぜる配慮が必要なのである。このことは
次章で明らかにされる予定であり，ここでは，一般教育固有の問題との関連で次のことを指摘
しておきたし、。それは，すべての大学人が一般教育への認、識を改めるべきである，ということ
である。これは，改めて言うまでもなく，一般教育が重要であるとし、う認識をすべての大学人
が持つことが必要である，ということを意味している。ただし問題はその認識の内容である。
今日の我々に必要なことは次のような認識である。
だがここで注意しておくことが 1 つある。それはそのことが教員に対して一般教育への「意識革命」
を求めるものだけに終始してしまってはならないということである。 r精神革命」をいくら唱えてもそ
れだけでは問題は決して解決されないということは我々が既に経験してきたことである。新しいなにか
がカリキュラムのなかに何らかの制度の形として具体化されてはじめて「意識革命」は意味を持つので
(50) これは，オルテガに倣って「専門主義の野蛮性J (知性を欠いた大衆〉と言われることがある(関
著，前掲書， 12ページ)。
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ある。これについては第 4章において詳細に論じることになろう。
そのような認識とは，まず第ーに，現代の大学を取り巻く状況が，教える教員側にも，自分自
身が自己の「専門」という狭い「枠」に囚われずに多様な観点からものごとを考え幅広い知識
を有しそして学生に教えられるように「努力」することを要求するようになってきた，という
時代認識，これが挙げられるであろう。そして第二に， ヨリ重要なこととして，一般教育担当
者は，自分はほかの大学・学部へ行けば，専門教育担当者であるとか，自分の本来の専門とは
異なることを教えさせられている，という意識を捨て去ることが必要である。現代の大学教育
は一般教育担当者に一般教育のプロであることを要求しているのである。これはある狭い特定
分野の専門家となることよりも遥かに困難なことであるが，一般教育担当者はその方向で「努
力」すること(自分の「専門」を教えるなかで「一般教育」に課せられた要求に答えること〉
を求められているのではないのだろうか。
我々は大学教育のなかに一般教育を如何に位置つ寺けたらよいのであろうか。繰り返しになる
かもしれないが，重要なことなので一一一応のまとめに代えて一一再度確認しておこう。一般
教育担当者はそれぞれが特定の専門を持つ専門家である。だがその「専門家」が一般教育科目
の担当者として教える場合には，ハーバード大学においてコナント流の一般教育が失敗した事
例が示しているように，その自分の専門を前倒ししたもの(単なる易しくしたもの，序論〉を
講義しではならないのだ。これは専門教育担当者にも当然のこととして当てはまることである
が，一般教育担当者の場合にはその科目の「性格上」特に自覚が要求されるように思われる。
自分の専門知識をベースとしてしかも学生たちが現在を過去をそして未来を考え，そしてまた
自分たちの社会・国家・文化などを相対視することが出来るような「手掛かり」を得られるよ
うな内容の講義，これが現在「期待」される講義である。
(52) 
「自分と社会や世界との関わりを明確にするための援助をほしいという学生側の情熱」は万国共通で
ある。すべての講義においてその科目と現代の諸問題を関連づけることは必要であり，そのことが学生
たちに勉学意欲を与える 1 つの重要な「契機」になることは疑いのない「事実」であろう。そして一般
教育においては，このことが特に要求されるのである。
その結果，一般教育科目は新しいプロ科目として「再生J することになろう。 r専門教育」
をそして学士教育を生かすも殺すも一般教育の在り方次第なのである。
(51) 改めて言うまでもなく，このことは専門科目担当者にも当てはまることであり，彼らは専門科目を
教えるプロにならなければならない時代なのである。要するに，自分の本来の専門〈研究上の専門〉
と担当する科目(講義〉を教えるプロであることは当然に重なる部分があるが，徴妙に異なる部分が
多分にあることを我々はこれまで以上に真剣に認識すべきだ.ということなのではないか。
(52) アーネスト・ボイヤー著喜多村和之ほか訳，前掲書， 108ベージ。
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4. 学士教育のなかで「専門教育J と「一般教育」をどのように結びつけるのか
かくして，学士教育のカリキュラムは(当該学部を象徴する〉専門科目と(リベラル・アー
ツの思想、に貫かれた〉一般教育科目で組むことになる。その内容は，今まで述べてきたことを
整理すれば，次のような 4 つの柱から構成されるであろう。
①専門基礎教育として，専門知を教える科目群，
②今後予想される高度な情報化社会のなかで生きていくために必要な情報の授受が容易に行わ
れることを想定した，コミニュケーション能力の開発・訓練をめざした科目群(これは一種
の職業教育でもある)，
@r専門パカ」にならないように，偏った思想〈考え方〉を排除し，自分そして(自分が住ん
でいる〉社会を相対視できるようにまた自己の確立の促進の手助けとなることをめざした，
科目群。これには，イ. I我々は何処から来て何処へ行くのか，そして今何処にいるのか」
を考え，批判の眼を養うことを目的とした，科目群と，ロ. r人生を豊かに生きる知恵」を
教授する科目群がある(図表 7 参照)。
図表 7 学士教育の内容
実務〈実践)性 未来志向性
< >
(狭義) 専門知の修得 我々は何処から来て何
再性 開讃マーげインタ省 にいるのか、を考える
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農者ヂ緯置ヂ
コミュニケーション 人生を豊かに生きる
能力の訓練 知恵の教授
語学者膏 体11学
停離趨Z聖書育 文学
麗草子趨重 芸術学
文章要!Il11l1H 歴史学
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屋量彊瞳聾量豊富
〈狭義〉
①は専門科目の中心に位置し，③ロは主として一般教育科目に当てはまる。それに対して，
②や③イは異なっている。専門科目のなかにもそのような性格を持つものがあるし，一般教育
科目として位置づけられる科目も多数存在するであろう(図表 8 参照)。
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図表 8 専門教育と教養教育の相互関係
「
」
専門基礎教育(広義〉
リベラルアーツ型
教養教育(広義)
これらの科目群が 4年間の学土教育を構成するのであり，それは次のような特徴を持ってい
る。
① 2 つの専門(プロフェッションとリベラル・アーツ〉が有機的に(相互依存の形で〉組み合
わされていること，
②それぞれが本来は専門性と教養性を兼ね備えているが，本稿で対象とする専門学部の学士教
育という(アメリカとは異なる日本の特殊性である〉現実を考えると，前者は「専門性」色
が強く後者が「教養性」色が強いことは致し方ないと思われる。またこれは量的には開講科
目数(卒業必要単位数の多寡)に反映されることになろう。
つぎに，それらの科目をいかに組むか，が問題となる。この場合，まずとりあえずは，いま
の学生は「自発性」原理に依拠して教えるタイプの学生ではなく，むしろ彼らは「開発支援型」
である，と認めることから出発することが必要であろう。 r学生はほっておいても自分で考え
行動するのだ」という「幻想」を捨てて学生に接すること一一"このことを単に教員が「頭」の
なかで認識するだけではだめでありそれを具体的に制度化していかなければならなくなってき
ているのが今日の大学教育を取り巻く環境なのである。このことは，学生たちにメニュー(科
目〉をいたずらに数多く提供するよりも，各大学が独自の明確な教育理念と「期待される学生
像」を設定し，それに応じて開講科目をある程度絞るかあるいは履修モデルを提示してやった
方が効果的である，ということを示唆する。
'ここで重要になってくるのが個々の大学(学部〉の教育理念である。これに関しては，前述
の 4 つの柱が参考になろう。すなわち， 4 つの柱のうちどれを重要視するかが結果的にはそれ
ぞれの大学・学部の教育理念と照応することになると思われる。なぜならば，前述の学士教育
の内容に即して考えると， 4 つの局面のどれを重要視するかによって，たとえ等しく経営学士
教育を「看板」にしても，その大学の個性がでてくるからである。たとえば，左下を重要視す
れば(語学ないしはパソコンに代表される〉高度なコミニュケーション・スキルを備えた学
(5の
生が送り出されるであろうし，左上に力をいれれば，税理士などの資格をめざした学生が育つ
(53) 絹川著，前掲書， 53ページ。
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であろう。また右下に力点を置けば(大学自体が公開講座の開催を通じて生涯学習の場とし
ての位置づけを獲得し〉常識を備えたいわゆる「知識人」が誕生するし，右上を重要視すれば，
友と人生を語らい社会の在り方を模索する「哲学」青年が多数育つことであろう。もちろん，
4 つをノミランスよく保ってカリキュラムを組むことも可能である。いずれにしても，その選択
が，結果として，大学・学部の教育理念の決定なのであり，その理念の具体化をめざして，必
要な開講科目が決定され必修・選択の区別も行われることになるのである。
そして最後に確認しておくべきことは， リベラノレ・アーツ型一般教育は 4 カ年で教える，と
いうテーゼ、の内容である。これは，基本的には，前述のハーバード大学の事例のように，大学
側としてはたとえば 2 カ年にわたって学習してはじめて修得できる程度の一般教育科目(単
位〉を設定するだけでよいのであり，それを 3 カ年かけて履修するか 4 カ年かけて履修するか
は学生の興味の進展次第だ，ということを意味している。ただしこのことは単に講義科目だけ
でなくゼミナールにも妥当するのであり，ゼミナールの開講にも適用すべきだと思われる。そ
のテーゼは単に 3 回生以上を予定した科目を配当するという措置だけでなく彼らを対象とした
「リベラル・アーツ型」ゼミを開講すべきである，ということを示唆している。大学教育を受
けることによってはじめて自我に目覚め「自己」を発見し「専門知」教育よりも「自由に生き
る教養人」教育を志向する学生が出現する可能性があることが予想される以上， 3 回生以降も
ヨリ具体的に支援すべきなのである。
具体的な例を挙げてみよう。コース別のカリキュラムを組んでいる大学は少なくないと思わ
れるが，そのコースのなかに当該学部の「専門」を「超えた」コースを設けることも 1 つの方
法ではないだろうか。極めて単純に考えると，現在企業経営の 4 つの構成要素として，ヒト，
モノ，カネ，情報，が挙げられることに対応して，経営学部(学科)において，マネジメント
-コース，マーケティング・コース，アカウンティング・コース，コンピユータ・コースが考
えられる。しかしそれだけでなしそれ以外に，特別なコースを設けてもいいのではないか。
たとえば，セルフカルチヤー・コース。これはそれぞれの学部の理念を反映していくつかの
「条件」は必要であろうが基本的にはどの科目でもよいから128単位修得すれば卒業できるとい
うコースであり， リベラノレ・アーツ型一般教育の担当者がこのコースの学生を対象に「専門」
ゼミナールを開講し彼らの「自立」を支援する。ここまで制度化することによってはじめて 4
カ年のなかで一般教育と専門教育が有機的に結合されたことになると思われる。
いずれにしても今後の学士教育において重要なこととして，
①講義科目の内容を出来るだけ詳細に開示することが挙げられよう。ただしこれは必要条件で
ヘ(54) たとえば， (f日本経済新聞J 1996年 3 月 4 日の夕刊に紹介された〉慶応大学湘南キャンパスの学生
は「徹底した」コンピュータ教育と語学教育によって“未来からの留学生"として注目されている。
(55) これについては，中央大学経済学部の事例が知られている (W大学改革とは何か~ 95~96ページ参
照〉。
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大学大衆化時代における経営学士教育のあり方
ありこれだけでは不充分であり，その上で，
②それぞれの科目群を修得することの意味，特に現時点では r一般教育科目」を学ぶことの
意義とそれと「専門科目」との関連を学生に丁寧に説明することがヨリ重要になってくるで
あろう。
大学大衆化時代における大学教育のめざすことは，結局のところ，次の 2 つのことに集約さ
れる。
①その学部・学科を象徴する学問に固有な概念，タームを教えその内容を理解させ， 日常語で
はなくそれを用いて社会・経済の様々な現象を読み解きそして説明することが出来るように
してやること(これが学部の「専門」教育の具体的内容であり， r専門知」教育である)，
②なにか困難な状況にぶつかった時わからない問題が生じたとき，他のヒトに聞くだけでなく
また百科事典を調べるだけでなく，図書館や書店に行ってそれを解決出来そうな専門書を選
択することが出来るようになり自分で何らかの解決案を見いだせるようにしてやること(ゼ
ミナールが具体的にはこの訓練の場となるが，このことは同時にリベラル・アーツ型一般教
育の 1 つの成果でもあれ個々の学生が近い将来独自の世界観を持つに至る可能性を示すも
のである)，
がそれで、ある。特に二番目の事項を卒業時点で多くの学生が自分のものとしてくれる一一この
ことは，学生たちが 4 カ年の学士教育によって「開発支援」タイプから「自発性」タイプへと
「自己変革」を遂げた rl つの証明」としてみなすことができるであろう一一ーならば 4 年制
大学の学士教育は「成功」したものと判断してよいのではないだろうか。
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